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１　環境保全活動の推進（環境政策課）

（１）環境保全
ア　概要

今日の環境問題は、水質汚濁、騒音、大気汚染等といった身近な生活環境の問題から、地球温暖化やそれが原因と
いわれる異常気象をはじめ、酸性雨、オゾン層の破壊、森林減少、砂漠化などの地球規模の問題に至るまで、複雑多
様化するとともに深刻化してきている。

このような環境問題は、今日の人々の経済的、社会的な活動が原因となって引き起こされていることを考えると、
市民一人ひとりが自分自身の問題として捉え、環境保全を意識し、配慮した行動をとることが不可欠である。

本市では、美しく豊かなこのふるさとの環境を守り育て、これを次の世代に引き継いでいくため、市民、事業者、
市が一体となり、それぞれの立場に立った更なる環境保全への取り組みを推進するべく、平成７年（１９９５年）９
月に「環境保全都市宣言」を行い、その中で、市民一人ひとりが環境問題への責任と役割を自覚し、行動することを
謳っている。

イ　環境基本条例の制定
昭和６３年（１９８８年）に、議会による全会一致の賛成のもと、総合的な環境行政の基本となる「熊本市環境基

本条例」を全国に先駆け制定した。現在、地下水、緑、都市景観保全など個別に条例を制定し基本条例の理念の達成
に取り組んでいる。

ウ　環境総合計画の策定
環境基本条例に規定する「市民生活における良好な環境の確保を図る」ため、平成２３年（２０１１年）３月に本

市の環境行政のマスタープランとして「第３次熊本市環境総合計画」を策定した。本計画は、今日の新たな環境課題
に的確に対応するとともに、「未来につなぎ、世界に誇れる環境文化都市」を目指すべき都市像として、市民・市民
活動団体・事業者・市が一体となって環境の保全と創造に取り組むことを目的としたものである。また本計画は、計
画期間を１０年間として策定しており、平成２７年度（２０１５年度）に社会情勢の変化や新たな環境問題への対応
をするため、見直しを行った。

基本理念
①　豊かな自然と文化の保全と活用
②　環境の変化への対応と適応
③　環境負荷の少ない社会の変化に応じた都市づくり
④　環境と経済・社会の調和
⑤　環境文化都市を推進するひとづくり・まちづくり

目指す都市像を実現するための環境目標
①　豊かな水と緑をまもり生きものを育む都市をつくる
②　くまもとの風土を活かした都市をつくる
③　環境負荷を抑えた循環型社会をつくる
④　地球温暖化を防ぐため低炭素社会をつくる
⑤　市民が快適に過ごせる生活空間をつくる

重点協働プロジェクト（環境目標達成のための共通取り組み事項）
　・楽しみながら環境行動を実践するひとづくり（ひとづくりプロジェクト）
　・環境と調和した活力あふれるまちづくり（まちづくりプロジェクト）
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エ　環境保全行政の推進
環境総合計画に基づき、良好な環境の維持形成を目指して、具体的な施策や事業に取り組んでいる。

①　市民啓発事業
ふれあい出前講座や公民館講座での環境学習会、ごみ処理施設へのバスツアーや、親子環境探検隊などを実施し

ている。一方で、市民に身近な温暖化対策やごみ減量の取り組みとして、レジ袋の削減に向け、スーパーや商店街
等と市民団体、本市との間で「レジ袋削減に向けた取組みに関する協定」を締結し、レジ袋の無料配布中止等を実
施するとともに、環境にやさしい店「よかエコショップ」認定制度の普及拡大を図るなど、環境にやさしい消費者
の育成にも取り組んでいる。

②　事業者の環境配慮促進
事業者に対しては、本市独自の簡易な環境管理システムである「熊本市事業所グリーン宣言」制度を実施すると

ともに、環境省が策定し、中小事業者が取り組みやすい「エコアクション２１」の認証取得を呼びかけるなど、事
業者の継続的な環境負荷低減に向けた取り組みを後押ししている。

③　行政の率先活動
市自らが行う事務事業について率先して環境保全に取り組み、環境負荷の低減を図ることを目的として、平成

１４年（２００２年）１０月に本庁等を対象範囲として、環境管理システム「ＩＳＯ１４００１」の認証を取得し、
その運用を行ってきたが、平成２３年度（２０１１年度）からは、対象を指定管理者制度の施設を含め本市の全施
設に拡大し、さらに改正省エネ法等にも一元的に対応できる「本市独自に構築した環境管理システム」を運用して
いるほか、平成２７年度（２０１５年度）から「第４次熊本市役所グリーン計画」に基づき、本市の事務事業に伴
う更なる環境負荷の低減に取り組んでいる。

また、市が実施するすべての公共事業において、事業構想・計画の段階から設計・施工段階に至るまで、温暖化
対策や資源の有効活用など環境負荷の低減、自然環境の保全及び歴史的環境・生活環境の保全に配慮する仕組みと
して「熊本市公共事業環境配慮指針」を策定し、平成２１年（２００９年）１０月より施行している。

④　地球温暖化対策
地球環境問題の中でも、世界共通の喫緊の課題である地球温暖化の防止に向け、本市を温室効果ガス排出量の少

ない低炭素都市へ転換し、地球温暖化の防止に地域から貢献することを目的として、平成２２年（２０１０年）３
月に「熊本市低炭素都市づくり戦略計画」を策定した。その後、平成２７年（２０１５年）３月には、これまでの
取り組み状況を踏まえて、市民一人ひとりの具体的な取り組み事例を示すなどの改訂を行い、学識経験者や事業者、
市民団体等との連携を図りながら、計画に掲げた４つの戦略に基づく取り組みを推進している。

なお、令和元年度（２０１９年度）より、熊本県内１８市町村から構成される熊本連携中枢都市圏にて地球温暖
化対策実行計画の策定を進めており、令和２年度（２０２０年度）には熊本市低炭素都市づくり戦略計画を本計画
に統合し推進していく。

⑤　創エネ・省エネの推進
本市では、再生可能エネルギーの導入促進に向け、本市公共施設７２施設への太陽光発電システムの設置に取り

組んできた。
また、平成３０年度（２０１８年度）には、東西の環境工場のごみ焼却により発電した電力を、一部の市の施設

に供給する「電力の地産地消」を実施することで、温室効果ガスの排出量と電力調達経費の削減を実現。この地産
地消により削減した経費を省エネ機器等の導入に対する補助金として活用する事業を開始した。事業内容としては、
エコカー（ＥＶ・ＰＨＶ）や太陽光発電設備・蓄電池・エネファーム、高断熱窓改修や省エネ家電製品、更に、高
断熱化、高効率設備と太陽光発電などにより、快適な生活環境と年間で消費する住宅のエネルギー量が正味で概ね
ゼロ以下であることを同時に実現するＺＥＨ（ゼッチ）を導入する世帯に対し補助金を交付。また、省エネルギー
設備を導入する事業者に対し補助金を交付することで、省エネルギー機器等の普及を図っている。

令和元年（２０１９年）１１月には「住まいの省エネフェア」を開催し、最新の省エネ機器の展示や省エネ住宅
の情報発信等を行うことで、市民に対する幅広い普及啓発に取り組んだ。
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⑥　パートナーシップによる環境保全活動の推進
九州新幹線沿線の都市（福岡市、北九州市、鹿児島市、熊本市）による、九州地域一体の発展に貢献することを

目的とした四都市連携事業の環境分野での交流を実施、検証している。また、環境への配慮と産業活動を両立させ、
新たな資源循環型社会の形成により環黄海地域が「世界のモデル地区」となることを目指した、東アジア経済交流
推進機構（環境部会）へ参加している。その他にも、国・県等の他の行政機関をはじめ、大学や研究機関、国際機
関等との連携協力を図っている。

　
オ　審議会

環境審議会（昭和６３年（１９８８年）１０月発足）
目　　的　　市長の諮問に応じ、良好な環境の確保に関する基本的事項を調査審議する。
委　　員　　１５人（任期３年）

　　　開催回数　　全体会２回、自然環境部会２回　（平成２９年度（２０１７年度）実績。以降開催なし。）

力　環境紛争の処理
環境紛争調整委員会（昭和６３年（１９８８年）１０月発足）
目　　的　　環境基本条例に基づき、良好な環境の確保に関する紛争の処理についてあっせん又は調停にあたる。
委　　員　　６人（任期３年）
開催回数　　６回（令和元年度（２０１９年度））

キ　公害苦情処理件数
令和元年度（２０１９年度）の苦情処理件数は下表のとおりであり、総数１６６件と過去４年間の平均値２７９件

と比較すると大幅に減少している。種類別の割合を見ると、騒音が５２％と最も多く、次いで水質汚濁が２０％となっ
ている。

苦情の内容は、騒音関係では建築工事、水質汚濁関係では油流出事故に関する苦情が多い。

公害苦情処理件数 （単位：件）　

　　　　　年　度
種　別 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

大　 気　 汚　 染 35 89 66 37 14

水　 質　 汚　 濁 45 59 54 47 34

土　 壌　 汚　 染 2 0 0 0 0

騒 　 　 　 　 　 音 119 94 92 90 87

振 　 　 　 　 　 動 7 33 28 16 5

悪 　 　 　 　 　 臭 55 28 38 40 23

そ 　 　 の 　 　 他 17 14 6 6 3

計 280 317 284 236 166

ク　公害防止事前指導
工場や店舗・飲食店等からの騒音や悪臭等の公害苦情を未然に防止するため、専用住宅以外の建築物については、
建築確認申請の際、建築工事の内容や付帯設備等を記載させた書類と図面を提出させ、法令に基づく届出や騒音等

公害発生の未然防止の事前指導を行っている。
令和元年度（２０１９年度）の事前指導件数　５４８件
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（２）大気保全
ア　概要

熊本市の大気環境の状況が全般的に改善傾向にあるものの、最近では、光化学オキシダントや、微小粒子状物質
（ＰＭ２．５）等による大気汚染が新たな課題となっており、現在も依然として高い濃度が続いている。このような中、
適正配置により８ヵ所とした大気汚染常時監視測定局（一般環境測定局６局、自動車排出ガス測定局２局）により、
効率的に大気汚染状況を把握し、ホームページ等での情報の提供に努めている。

イ　大気汚染の状況
①　環境基準の達成状況

過去３年間の大気環境基準の達成状況は、表のとおりである。令和元年度（２０１９年度）は、二酸化硫黄、二
酸化窒素、浮遊粒子状物質及び一酸化炭素の４項目については全測定局で環境基準を達成している。

光化学オキシダント及び微小粒子状物質については、一部の測定局を除き環境基準未達成となっており、その原
因については、国外からの影響が指摘されている。

光化学スモッグ注意報については、平成１８年（２００６年）６月に熊本県下で初めて熊本市で発令されたが、
令和元年度（２０１９年度）は熊本市内での注意報の発令はなかった。

微小粒子状物質についても、一日平均値が新たに国が定めた暫定指針値を超える恐れがある場合に行う注意喚起
について、令和元年度（２０１９年度）の発令はなかった。

環境基準達成状況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

測定項目 二酸化硫黄 二酸化窒素 浮遊粒子状物質 光化学
オキシダント 一酸化炭素 微小粒子状物質

環境基準

1 時間値の 1 日平
均 値 が 0.04ppm
以 下 で あ り、 か
つ、1 時 間 値 が
0.1ppm 以下であ
ること。

1 時間値の 1 日平
均 値 が 0.04ppm
か ら 0.06ppm ま
でのゾーン内又は
それ以下であるこ
と。

1 時間値の 1 日平
均値が 0.10㎎ /㎥ 
以下であり、かつ、
1 時 間 値 が 0.2 ㎎
/㎥以下であるこ
と。

1 時間値が
0.06ppm 以 下 で
あること。

1 時間値の 1 日平
均 値 が 10ppm 以
下 で あ り、 か つ、
1 時間値の 8 時間
平 均 値 が 20ppm
以下であること。

1 年 平 均 値 が 15
μ g/ ㎥ 以 下 で あ
り、 か つ、1 日 平
均値が 35 μ g/㎥
以下であること。

環境基準による
大気汚染の評価

長期的評価 長期的評価 長期的評価 短期的評価 長期的評価 短期及び
長期的評価

1 日平均値の高い
方から 2％除外値
が 0.04ppm 以 下
で あ り、 か つ、1
日平均値が連続し
て 0.04ppm を 超
えないこと。

年間の 1 日平均値
の低い方から 98%
値 が 0.06ppm 以
下であること。

1 日平均値の高い
方から 2% 除外値
が 0.10㎎ /㎥以下
で あ り、 か つ、1
日平均値が連続し
て 0.10㎎ /㎥を超
えないこと。

1 時間値が
0.06ppm 以 下 で
あること。

1 日平均値の高い
方から 2% 除外値
が 10ppm 以 下 で
あ り、 か つ、1 日
平均値が連続して
10ppm を 超 え な
いこと。

1 年 平 均 値 が 15
μ g/ ㎥ 以 下 で あ
り、 か つ、1 日 平
均 値 の 低 い 方 か
ら 98% 値が 35 μ
g/㎥以下であるこ
と。

年 度 H29 H30 R 元 H29 H30 R 元 H29 H30 R 元 H29 H30 R 元 H29 H30 R 元 H29 H30 R 元

一

般

局

京 町 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ― ― ― × ○ ○

楡 木 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ― ― ― × × ○

北 区 役 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ― ― ― × ○ ○

秋 津 局 － － － － － － ○ ○ ○ × × × ― ― ― ○ ○ ○

中 島 局 － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ― ― ― ○ ○ ○

城 南 町 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ― ― ― × × ×

自
排
局

水 道 町 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ○ ○ × × ×

神水本町局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○

注１　○は環境基準達成、×は環境基準未達成
注２　一般局：一般環境大気測定局，自排局：自動車排出ガス測定局
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②　対策
本市大気汚染の原因であるばい煙発生施設への適正管理の指導や自動車排気ガスの低減を目的としたエコドライ

ブ、低公害車導入等の普及啓発に取り組む。また、光化学オキシダントについては、春先から光化学オキシダント
濃度の推移を注視するとともに、市民や事業者等への迅速な広報連絡体制を整え、光化学スモッグ注意報等の発令
に備えている。微小粒子状物質については、県と協力しながら、情報提供の適正化を図る。

ウ　工場、事業場の監視・指導状況
「大気汚染防止法」及び「熊本県生活環境の保全等に関する条例」に規定するばい煙発生施設を設置している工場・

事業場は延べ７４２件あり、ばい煙発生施設の７０％以上が冷暖房や給湯用のボイラーである（令和２年（２０２０
年）３月３１日現在）。このうち、令和元年度（２０１９年度）は延べ４件に対し立入調査を実施し、ばい煙発生施
設の管理状況の確認及び適正管理の指導を行った。

エ　自動車交通公害対策
熊本市における自動車交通に起因する大気汚染や騒音対策と地球温暖化の防止等に寄与することを目的として、自

動車排気ガスの常時監視、自動車騒音測定による幹線道路等の面的評価、エコドライブ促進、公用車への低公害車導
入等の取り組みを進めている。
①　現況

二酸化窒素については、例年、環境基準（０．０６ｐｐｍ以下）を達成している。
また、自動車交通騒音調査（面的評価）については、平成１８年度（２００６年度）から開始し、現在、市内幹

線道路の評価対象区間である約１６０区間を５ヵ年のローリングで実施している。
②　対策

自動車排気ガスによる環境負荷の低減を図るため、アイドリング・ストップなどエコドライブや低公害車の普及
等の取り組みを推進する。

オ　有害大気汚染物質監視
①　ダイオキシン類の監視と啓発

「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき令和元年度（２０１９年度）は市街地の３地点において、夏期と冬
期の年２回、大気中のダイオキシン類の測定を行い、全測定地点とも環境基準を達成した。また、発生源対策とし
ては廃棄物焼却炉施設が行ったダイオキシン類自主測定結果を確認し、排出基準の遵守等監視指導を行い、ダイオ
キシン類の発生防止・削減に努めている。

②	 有害大気汚染物質の監視
市内１地点（自動車排ガス測定局）でベンゼン、テトラクロロエチレン等の揮発性有機化合物、アセトアルデヒ

ド等のアルデヒド類及び水銀等の重金属類など２１種類、また、別の市内２地点（自動車排ガス測定局及び沿道）
で自動車排ガスに由来する６種類の有害大気汚染物質について毎月１回測定を行い、モニタリングを実施している。
令和元年度（２０１９年度）の結果は、３地点とも環境基準等を達成していた。
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２　緑化推進・生物多様性の保全（環境共生課）

（１）　概要
本市における自然環境の保全や緑の創出については、昭和４７年（１９７２年）１０月、市議会において「森の都都

市宣言」が決議され、市民の関心と理解を得て、着実にその効果をあげてきた。
さらに、「熊本市緑地の保全及び緑化の推進に関する条例（平成元年（１９８９年）３月２８日制定）」をはじめ、「熊

本市緑の基本計画（平成１７年（２００５年）３月策定）」等の各種計画や、「江津湖地域における特定外来生物等によ
る生態系等に係る被害の防止に関する条例（平成２６年（２０１４年）１０月７日制定）」に基づき、市民協働で豊か
な自然環境の保全に取り組んでいるところである。

また、平成２８年（２０１６年）３月に「熊本市生物多様性戦略　～いきもん　つながる　くまもとＣプラン～」を
策定し、豊かな自然環境を後世に引き継ぐため、生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組んでいる。

（２）　事業実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年度実績）

事　　　　業　　　　概　　　　要 備　　　　　　　考

立田山憩の森管理 立田山憩の森の管理（清掃、下草刈り、施設
整備等）

自 然 環 境 保 全
環境保護地区指定、開発行為の事前協議、ふ
るさとの森基金の運用、江津湖地域の生態系
保全に係る条例関連、アライグマ対策

環境保護地区数
開発行為協議数

14 箇所
66 件

保 存 樹 木 等 保 全 保存樹木の指定及び管理 保存樹木指定本数 589 本

香 り の 森 管 理 香りの森の管理（除草、清掃、樹木の維持管理） 使用申請 6 団体
（1,252 人）

森 林 学 習 館 管 理 森林学習館の管理（指定管理者） 森林学習館利用者数  2,680 人

ふれあいの森林管理 ふれあいの森林の管理（下草刈り）

生 物 多 様 性 保 全 「熊本市生物多様性戦略　～いきもん つながる 
くまもとＣプラン～」の推進

市 電 緑 の
じ ゅ う た ん 事 業

市電軌道敷への芝の植栽、サポーター制度に
よる寄附を用いた芝の維持管理

既緑化区間
管理寄付金額

約 935 ｍ
　　　 2,581,888 円

公 共 地 緑 化 学校や市施設の樹木植栽、自治会等への花苗
配布

市施設緑化工事箇所
花苗配布（自治会等）

1 箇所
1,694 団体

民 有 地 緑 化 民有地の緑化推進のための補助、記念樹配布 つながりの森づくり補助
記念樹配布本数

　34 件
536 本

緑 化 啓 発 市民による地域の緑化活動の促進 緑化市民運動 5 箇所
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３　水環境の保全（水保全課）

（１）概要
本市は、７４万市民の水道水源すべてを地下水で賄う、全国でも稀な水資源に恵まれた都市である。この貴重な地下水

を次世代に引き継いでいくために、「地下水保全都市宣言」が決議（昭和５１年（１９７６年）３月）され、さらに「熊
本市地下水保全条例」を制定（昭和５２年（１９７７年）９月）し、地下水保全に取り組んできたところである。しかし
ながら、近年、都市化の進展や農業情勢の変化により雨水等が地下に浸透しやすい水田、畑地などのかん養域が減少し、
浸透しにくい非かん養域が拡大してきたため、地下水かん養量が減少してきた。そこで、地下水量を保全し、健全な状態
で次の世代に引き継いでいくため、平成１６年（２００４年）３月に「熊本市地下水量保全プラン」を作成、平成２１年

（２００９年）３月には、水量と水質の両面から地下水保全に取り組むため、従来のプランを「熊本市地下水保全プラン」
とし、令和２年（２０２０年）３月には「第３次熊本市地下水保全プラン」に改訂した。また、これまで問題となってい
たトリクロロエチレンなどの揮発性有機化合物による汚染は、浄化対策の実施等により水質が改善してきたが、硝酸性窒
素による汚染が顕在化している。このため、平成１９年（２００７年）に「第１次熊本市硝酸性窒素削減計画」、令和２
年（２０２０年）３月には「第４次熊本市硝酸性窒素削減計画」を策定し、関係機関等と連携して負荷量の削減に取り組
んでいる。さらに、「熊本市地下水保全条例」を全面改正し（平成２０年（２００８年）７月施行）、関係者の責任と役割
を明確にして、市民や事業者も参画する中で総合的な地下水保全対策を推進している。

一方、熊本地域においては、県及び本市を含む近隣１１市町村との連携による広域的地下水保全対策に取り組み、平成
２４年度（２０１２年度）には（公財）くまもと地下水財団を設立し、良好な地下水の安定的確保を目指している。

また、本市は熊本平野を貫流する白川、緑川の主要河川及び坪井川、井芹川などの中小河川や江津湖、八景水谷など水
辺環境に恵まれた都市であり、この水辺環境を保全創造していくため、流域住民、事業者及び行政が一体となった取り組
みを行っている。

平成２０年（２００８年）６月には、このような地域の枠組を越えた長期にわたる水保全に対する取り組みが評価され、
第１０回日本水大賞グランプリを受賞している。また、同月には、環境省が選定する平成の名水百選に「金峰山湧水群」と「水
前寺江津湖湧水群」が選ばれた。

さらに、平成２５年（２０１３年）３月には、長期的かつ広域的な地下水保全の取り組みが国際的に高く評価され、国
連“生命の水”最優秀賞を受賞した。

（２）水量の保全
ア　節水市民運動の推進

平成１７年度（２００５年度）から、市民総参加で節水に取り組む節水市民運動を企画・展開している。「わくわ
く節水倶楽部」を推進組織とし、会報誌等を通じて、広く節水を呼びかけている。今年度より市民１人１日あたりの
生活用水使用量２１０リットルを目標として、水使用量の増加する夏場を中心に、年間を通して節水市民運動を展開
している。また、学校や地域等で節水教育を行いながら、地下水の大切さについて啓発を行っている。

イ　水量監視
①　地下水位の観測

地下水の状況や変化を的確に判断するため、昭和６１年度（１９８６年度）から観測井を設置し、現在２０カ
所３３本の井戸の水位を常時監視している。また、地下水の状況を広く市民に理解してもらうため、平成１８年度

（２００６年度）からは、ホームページ「くまもとウォーターライフ」上で地下水位情報を発信している。
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②　年間地下水採取量の集計 　

　　　　　年　度
用　途 平 26 平 27 平 28 平 29 平 30

上
水
道
用

井　戸　本　数（本） 123 114 113 111 113

一日平均採取量（㎥） 218,810 212,409 220,425 213,615 214,126

年 間 採 取 量（㎥） 79,865,650 77,529,444 80,455,259 77,969,599 78,155,820

農

業

・

水
産
養
殖
用

井　戸　本　数（本） 1,231 1,138 1,066 1,040 1,025

一日平均採取量（㎥） 38,515 34,541 34,234 31,254 28,979

年 間 採 取 量（㎥） 14,057,865 12,607,379 12,495,376 11,407,574 10,577,233

工
業
・
建
築
物

・
家
庭
用
等

井　戸　本　数（本） 1,118 1,039 972 961 964

一日平均採取量（㎥） 47,246 46,819 44,225 43,426 43,729

年 間 採 取 量（㎥） 17,244,744 17,088,862 16,142,239 15,850,465 15,960,929

合　

計

井　戸　本　数（本） 2,472 2,291 2,151 2,112 2,102

一日平均採取量（㎥） 304,571 293,769 298,885 288,295 286,833

年 間 採 取 量（㎥） 111,168,259 107,225,685 109,092,874 105,227,638 104,693,982

� （注）平成 30 年度が最新値

ウ　かん養域保全
水源かん養林整備

森林の持つ水源かん養機能（水資源貯留・水量調節・水質浄化・洪水緩和）を高度に発揮させるため、最下流
に位置し、森林の恩恵を最大限に享受している本市の責務として、白川、緑川等の上流域である水源かん養地域
において地下水保全及び流域保全を目的とした森林づくりを昭和２９年度（１９５４年度）から実施している。

本市では、今後の造林、管理についても水源かん養を目的とした森林整備が最優先課題であり、より効果が
発揮できる地域において、持続性を持ったかん養効果の高い森林づくりを行う必要があることから、現在所有し
ている森林及び今後の新たな森林整備について基本的な考えをまとめた「熊本市水源かん養林整備方針」を平成
１６年（２００４年）２月に策定した（平成２５年（２０１３年）１１月改定）。この方針の中で、熊本市外に
所在し地下水かん養区域に属している森林及び白川、緑川の流量確保に寄与している森林についてはすべて「水
源かん養林」として位置付け、今後も水源かん養機能を高度に発揮させるため重点的に整備していくこととした。

令和元年度（２０１９年度）末の「水源かん養林」の管理面積は、約８６５ｈａであり、菊池郡、阿蘇郡、上・
下益城郡など５町２村で広域的に取り組んでいる。

水源かん養林所在地及び樹種別面積（令和 2 年（2020 年）3 月 31 日現在）

所在地別

所　在　地 面　積
（ha）

所有形態別内訳（ha） 流域別内訳（ha）

民分収林 国分収林 白川流域 緑川流域 菊池川流域

菊池郡　大津町 325.67 325.67 － － － 325.67

下益城郡美里町 19.04 － 19.04 － 19.04 －

上益城郡山都町 59.02    22.97 36.05 － 59.02 －

　　　　御船町 23.56 － 23.56 － 23.56 －

阿蘇郡　西原村 268.51 259.35 9.16 123.76 144.75 －

　　　  南阿蘇村 113.72 106.78 6.94 113.72 － －

　　　　高森町 56.24 56.24 － 56.24 － －

合　　計 865.76 771.01 94.75 293.72 246.37 325.67

構成比〔所有形態・流域別〕（％） 89.06 10.94 33.93 28.46 37.62
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樹種別

分 類 樹 種 面積（ha） 構成比（％）

針 葉 樹 ヒノキ、スギ、クロマツ、イチョウ 350.92 40.53 

落 葉 広 葉 樹 ケヤキ、ヤマザクラ、ヤマモミジ、コナラ他 442.74 51.14 

常 緑 広 葉 樹 イチイガシ、シラカシ、タブノキ 11.65 1.35 

そ の 他 雑木、竹ほか無立木地（作業道等含） 60.45 6.98 

エ　人工かん養促進
①　白川中流域の水田活用による人工かん養の促進

白川中流域の水田で平成８年度（１９９６年度）と平成１０年度（１９９８年度）に県市共同で、冬期に水張り
試験等の調査を実施し、高いかん養効果が判明した。そこで、平成１１年度（１９９９年度）、平成１２年度（２０００
年度）に、行政及び学識経験者等による水田利用検討委員会を開催し、地下水かん養のための水田の湛水による活
用策について短期と長期の提言を受けた。

平成１３年度（２００１年度）から平成１５年度（２００３年度）までに維持管理上の課題を調査するため水田
かん養モデル事業を実施し、営農と地下水かん養の両立が可能と判断したため、熊本県が設置した「白川中流域水
田活用連絡協議会」において事業化の合意形成をすすめ、平成１６年（２００４年）１月に大津町、菊陽町、水循
環型営農推進協議会と「白川中流域における水田湛水推進に関する協定」を締結した。

令和元年度（２０１９年度）は、約３８３ｈａ（１ヶ月換算）の転作田で湛水が実施され、約１，１４９万㎥の
地下水かん養効果があったと推計される。しかし、５、６月の少雨の影響で、１６日間の中断があったため前年度
より湛水面積が減少した。

②　雨水貯留施設設置助成等
市の施設における雨水貯留施設整備によるトイレ用水等への雨水利用拡大と、家庭での雨水貯留タンクの設置や

浄化槽から雨水貯留槽への転用に対する補助制度を設け、雨水の有効活用と水循環の推進を図っている。

（３）水質の保全
ア　水質監視

①　地下水質監視
水質汚濁防止法に基づく水質測定計画により、地下水の環境基準適合状況を調査している。令和元年度（２０１９

年度）は計２１５本の井戸を対象に調査を行った。この調査は、市域の全体的な地下水質の状況を把握する概況調
査、過去に汚染のあった井戸やその周辺で継続的な監視をする継続監視調査で構成している。

地下水の環境基準値を超過した井戸の本数は次のとおりである。

（令和元年度）

揮発性有機化合物 硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素 砒素 ふっ素 ほう素

12 本 21 本 20 本 23 本 2 本
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②　公共用水域水質監視

水質汚濁防止法に基づく水質測定計画により、市域の公共用水域（河川：３４地点、海域：６地点）の水質を
熊本市、熊本県及び国土交通省で、それぞれ分担して調査している。環境基準には、人の健康の保護に関する項
目（健康項目）と生活環境の保全に関する項目（生活環境項目）がある。健康項目は、すべての公共用水域で一
律に定められているが、生活環境項目は、各河川・海域が該当する類型に応じた環境基準が設定されており、そ
れぞれ環境基準点において環境基準の適合状況を評価している。

河川の環境基準点における生活環境項目の測定結果は次のとおりである。（熊本市調査分）

（令和元年度）

河 川 名 測定地点名
生物化学的
酸素要求量
（ＢＯＤ）

溶存酸素
（ＤＯ）

浮遊物質
（ＳＳ）

白 川 吉 原 橋 1.0 9.5 11

堀 川 坪井川合流前 1.7 9.5 11

坪 井 川

堀 川 合 流 前 0.7 9.4 3

上 代 橋 2.8 7.2 4

千 金 甲 橋 2.4 7.2 20

井 芹 川
山 王 橋 1.3 9.6 4

尾 崎 橋 1.1 9.2 6

天 明 新 川 六 双 橋 1.9 7.7 11

（注）単位は mg ／ L、BOD は 75％値、その他は平均値

③　ダイオキシン類調査
ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、公共用水域（河川及び海域）の水質・底質、地下水の水質及び土壌の

環境基準適合状況を調査している。令和元年度（２０１９年度）は、公共用水域の水質（３検体）・底質（３検体）、
地下水の水質（２検体）及び土壌（２検体）を調査した結果、環境基準を超過している検体はなかった。

イ　水質浄化対策
①　地下水浄化対策

揮発性有機化合物や重金属等の工場・事業場による汚染地区１１地区のうち６地区で、土地所有者又は原因者等
により、「揚水ばっ気処理方式」「活性炭吸着処理方式」などによる浄化装置を用いた地下水や土壌の浄化措置を実
施している。浄化措置の実施により、地下水濃度は減少しているが、今なお環境基準を超過している。

②　硝酸性窒素による地下水汚染対策
平成２７年（２０１５年）３月に策定した「第３次熊本市硝酸性窒素削減計画」に基づき、各区の農業特性に応

じ、農業者、農業関係者等と協働して施肥対策、家畜排せつ物対策、生活排水対策等の取り組みを推進し、令和２
年（２０２０年）３月に「第４次熊本市硝酸性窒素削減計画」を策定した。

とりわけ、地下水の重要なかん養域である市東部地域における家畜排せつ物による硝酸性窒素負荷を削減するた
め、熊本市東部堆肥センターを整備し、平成３１年（２０１９年）４月に供用開始した。

③　水質汚濁規制
水質汚濁防止法などの法令で規制されている事業場へ立入排水検査を行っている。排水基準を超過した場合は、

事業者に対し改善命令等を発出し、改善措置実施の確認を行っている。

（令和元年度）

法　　　令　　　名 届出事業場数 規制対象事業場数 立入調査実施事業場数

水質汚濁防止法 1,085 93 57

熊本県地下水保全条例  90 7 7

熊本県生活環境の保全等に関する条例  69 18 2
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（４）広域的な保全対策
地下水は熊本地域（※）で共有する貴重な財産であることから、広域的かつ持続的な保全対策が必要である。
ライフスタイルの変化や都市化の進展などに伴い低下傾向にあった地下水位は、これまでの取り組みにより、近年は

横ばい若しくは上昇傾向にある。また、水質悪化の一要因である硝酸性窒素濃度の上昇が見られる地域があるなど、依
然として、地下水を取り巻く環境は量・質共に厳しい状況である。

この様な状況の中、熊本地域で地下水保全対策を推進するため、事業者、経済団体、行政等の多くの方々との協議を
経て、これまで地下水保全に取り組んでいた既存３組織を統合し、平成２４年（２０１２年）４月に（公財）くまもと
地下水財団を設立した。

今後も、（公財）くまもと地下水財団と連携し、県と本市を含む熊本地域１１市町村、事業者、住民と協働し熊本地
域が一体となり、地下水に関する調査研究をはじめ、地下水の水質や水量の保全等を広域的・持続的に展開することと
している。

※熊本地域とは、地下水を共有する熊本市、菊池市、宇土市、合志市、大津町、菊陽町、西原村、御船町、嘉島町、益城町、
甲佐町の１１市町村

（５）水ブランドの推進
本市にとって「水」は存立基盤として保全すべき資源であるとともに魅力づくりに生かすべき資源でもある。そこで、

「水」を本市の魅力づくりのための戦略資源に位置付けて、総合的な情報発信や、熊本水遺産制度の推進を図っている。
熊本駅から熊本城を中心とする中心市街地に５箇所の親水施設を設置し、市民や観光客に対し、地下水都市・熊本の

魅力を視覚的にＰＲしている。併せて、水に関わる自然、歴史、風習、人物、芸術など有形または無形の資源を「熊本
水遺産」として登録することにより、本市の水の風土と文化を後世に伝えるとともに、その魅力を内外に発信しており、
現在９２件の熊本水遺産が登録されている。

また、平成２０年度（２００８年度）から取り組んでいる「くまもと「水」検定」や「くまもと水守制度」により、
水保全活動を担う人材育成を推進している。
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４　廃棄物の適正処理とリサイクルの推進

（１）概要
本市では、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会構造を見直し、市民・事業者・行政の三者協働により循環型社会

の構築を目指すこととしており、これまで、大型ごみの有料化（平成１３年（２００１年））、資源物の持ち去り禁止条
例の制定（平成１９年（２００７年））、そして家庭ごみ有料化（平成２１年（２００９年））やプラスチック製容器包
装の分別収集（平成２２年（２０１０年））に取り組んできた。

また、平成２５年（２０１３年）に「水銀に関する水俣条約」が採択されたことを受け、熊本県と本市は率先して「水
銀フリー（使用削減・適正処理）社会」を目指すこととし、平成２６年（２０１４年）１０月から、家庭から排出され
た蛍光管、水銀体温計などの水銀を含むものや爆発の危険性があるものを「特定品目」として分別収集に取り組んでいる。

そのような中、平成２７年度（２０１５年度）には、｢熊本市一般廃棄物処理基本計画（平成２３年度（２０１１年度）
～令和２年度（２０２０年度））｣ の中間見直しを実施し、「市民１人１日当たりのごみ排出量」など５つの成果指標の
達成に向け、新たな施策に取り組むこととした。

なお、ごみ排出量やリサイクル率、ごみ処理経費の収支等については、本市ホームページに掲載している「熊本市ご
みレポート」や「廃棄物処理事業概要」にて公表している。

（２）家庭ごみ有料化（廃棄物計画課）
指定収集袋の種類と価格

（令和 2 年 4 月 1 日現在）

燃やすごみ用 埋立ごみ用

大 袋（45 ℓ 相 当 ） 35 円 35 円

中 袋（30 ℓ 相 当 ） 23 円 23 円

小 袋（15 ℓ 相 当 ） 12 円 12 円

特 小 袋（5 ℓ 相 当 ） 　4 円 －

※　いずれの価格も 1 枚当たり
※　10 枚を 1 セット（冊）で販売
※　家庭ごみ有料化に伴う経済的負担の観点から、支援策として生活保護世帯や、特に減量の余地のない紙おむつ等の使用者に対し、  

指定収集袋を一定数量無料で交付

（３）廃棄物処理手数料（廃棄物計画課）
（令和 2 年 4 月 1 日現在）

種 　 　 別 取　扱　区　分 単　　位 金　　額

一 般 廃 棄 物

焼却施設又は最終処分場へ
持ち込み、処分するとき

1 回の持ち込み量 10 キログ
ラムまでごとに 150 円

大型ごみを市の収集により
処分するとき 1 品目につき

重量、容積、処理の困難性
等を勘案し、900 円以内で
品目別に規則で定める額

産 業 廃 棄 物（ 熊 本 市 廃
棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に
関 す る 条 例 第 15 条 第
1 項 の 規 定 に よ り 告 示
さ れ た も の に 限 る。） 又
は 産 業 廃 棄 物 と 一 般 廃
棄 物 が 混 合 状 態 の も の。

焼却施設へ持ち込み、処分
するとき

1 回の持ち込み量 10 キログ
ラムまでごとに 155 円

最終処分場へ持ち込み、処
分するとき

1 回の持ち込み量 10 キログ
ラムまでごとに 150 円
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（４）保有車両（廃棄物計画課）
（令和 2 年 4 月 1 日現在）

事業所名 パッカー車 その他の車両 啓発推進車 予　備　車 事務連絡車

北部クリーンセンター 17　 2 ｔパワーゲート 1 7　 6　 1

西部クリーンセンター 18 2 ｔパワーゲート 1 6 7 1

東部クリーンセンター 17 2 ｔパワーゲート 1 6 6 1

（５）家庭ごみの分別収集とリサイクル（廃棄物計画課）
目　　　　的　　資源物等の再資源化を積極的に推進することにより、ごみ減量・リサイクルの推進、最終処分場・

焼却施設の延命化、市民のごみ減量・リサイクル意識の向上を図る。
収 集 回 数　　「資源物」「ペットボトル」「特定品目」収集日：毎月２回　　「紙」収集日：毎週水曜日
　　　　　　　　「プラスチック製容器包装」収集日：毎週１回
住民搬出方法　　「資源物」「ペットボトル」「特定品目」「プラスチック製容器包装」は透明ごみ袋に入れて、紙はひ

もで縛るか紙袋に入れて、収集日の午前８時３０分までにごみステーションへ搬出
収 集 品 目　　空きびん、空き缶、ペットボトル、新聞紙、雑紙、段ボール、古着、なべ類、自転車、
　　　　　　　　プラスチック製容器包装など

（６）リサイクルの推進（ごみ減量推進課）
持続可能な循環型社会の実現に向け、市民の日常生活におけるリサイクル活動を推進するために、助成制度などによ

り地域の美化やごみの減量、リサイクル活動を支援している。
ア　再生資源集団回収助成事業

再生資源集団回収活動を活性化するため、自治会、子ども会などの住民団体に対して、回収した再生資源の量及び
活動実施回数に応じて助成を行っている。

助成対象品目　古紙類（新聞、雑紙、段ボール、紙パック）、ガラスびん類（一升びん、ビールびんなど）、
　　　　　　　金属類（アルミ類、スチール類）、布類（古着）

集団回収実績 　

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

登 録 団 体 833 829 836 831 829

実 施 団 体 734 708 722 729 725

総 回 収 量（ ｔ ） 6,930 6,537 6,104 5,730 5,436

助 成 総 額（ 千 円 ） 47,119 44,431 42,295 40,187 38,446

注）1．回収量助成単価は、平成 21 年（2009 年）下半期からは助成対象品目全て 1㎏当たり 6 円
　　2．実施回数助成は、平成 21 年（2009 年）下半期から適用し、（実施回数 -2 回）× 2,000 円を交付（上限 24,000 円）
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イ　生ごみ堆肥化容器、電気式生ごみ処理機購入費助成
家庭から排出される生ごみ減量化とリサイクルを促進するため、購入者に対して、助成を行っている。

［生ごみ堆肥化容器］
　・購入代金の２分の１（１基当たり５千円を上限、１世帯２基まで）　※平成２７年度（2015 年度）から

助成実績 　

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

助 成 基 数 86 62 71 38 66

助 成 総 額（ 千 円 ） 229 146 181 89 145

［電気式生ごみ処理機］
　・購入代金の２分の１（１台当たり３０千円を上限、１世帯１台まで）※平成２７年度（２０１５年度）から

助成実績 　

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

助 成 台 数    126    105    95 　116 124

助 成 総 額（ 千 円 ） 3,819 2,957 2,586 3,042 3,208

（７）　焼却施設（環境工場）
都市ごみがライフスタイルの変化等とともに多様化、増加しつつあるなか、平成２８年（２０１６年）３月に竣工した西部環

境工場（２８０ｔ／日）と平成６年（１９９４年）３月に竣工した東部環境工場（６００ｔ／日）の両工場（合計処理能力８８０
ｔ／日）で可燃ごみの全量焼却体制を維持している。

また、東部、西部両環境工場は、ごみ焼却余熱を利用して発電を行う発電所であり、合計１６，４８０ｋｗの発電能力を持ち、
場内及び近隣施設に電力を供給している。余剰電力は市庁舎や区役所等で利用し、市関連施設全体の約４割を賄っている。

さらに、余熱の用途として、西部環境工場は周辺農業用ハウス及び西部交流センターに加温用温水を供給し、東部環境
工場は健康増進施設「三山荘」及び「東部交流センター」に温水を供給している。

施設の維持管理面では、東部環境工場は、法令の新たな規制に対する適合を図るため平成１２年度（２０００年度）から
平成１３年度（２００１年度）にかけて飛灰処理設備改修工事を実施し、老朽化対策として平成１８年度（２００６年度）か
ら平成２２年度（２０１０年度）までの計画で基幹的施設整備を進めた。

ア　余熱利用
①	 東部環境工場（所在地：東区戸島町２５７０番地）

目　　　的　　ごみ焼却の余熱を利用し、工場に隣接する健康増進施設「三山荘」及び「東部交流センター」に
温水を供給し、地元住民を始め広く市民の健康保持と福祉の増進に資する。また、発電を行い、
場内及び隣接施設の電力を賄うほか、市庁舎等へ余剰電力を供給し、余熱の高度利用を図る。

発 電 設 備　　抽気復水蒸気タービンによる発電設備：　発電機定格出力１０, ５００ｋｗ
（健康増進施設）

名　　　称　　三山荘
所　在　地　　東区戸島町２５７３番地
開設年月日　　平成２年（１９９０年）１０月１６日
定　　　員　　大広間８０人、浴室　男子・女子用各３０人、会議室３０人、和室（茶室含む）２０人
使　用　料　　大人（高校生以上）４００円　ただし、地元自治会に所属している者は無料
　　　　　　　小人（中学生以下）無料
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（健康増進施設）
　　名　　　称　　東部交流センター
　　所　在　地　　東区戸島町２５８８番地１
　　開設年月日　　平成１９年（２００７年）１０月１０日

定　　　員　　体育館・集会などで３００人（バドミントン、ミニバレーに使用可能なコート２面：４００㎡）
	 　　　多目的室・集会などで２００人（講演会、演奏会、ダンス練習などに分割使用可能：２００㎡）
使　用　料　　体育館（全面使用）　　：午前３，２１０円　　午後・夜間各４，２８０円
	 　　　体育館（バドミントン）：一般５７０円／面・時間　　高校生以下２９０円／面・時間
	 　　　体育館（卓球）　　　　：一般２８０円／面・時間　　高校生以下１４０円／面・時間
	 　　　多目的室（全面使用）　：午前３，0 ００円　　午後・夜間各４，０００円
	 　　　多目的室（半面使用）　：午前１，５００円　　午後・夜間各２，０００円
	 　　　調理室　　　　　　　　：午前１，２００円　　午後・夜間各１，６００円
	 　　　和室　　　　　　　　　：午前５００円　　午後・夜間各７００円
　　　　　　　ただし、地元団体の公的行事については無料

②　西部環境工場（所在地：西区城山薬師２丁目１２番１号）

目　　　的　　ごみ焼却の余熱を利用して発電を行い、工場内及び西区役所の電力を賄うほか、市庁舎等へ余剰
電力を供給し、余熱の高度利用を図る。また冬期にハウス園芸施設への温水を供給する。

　　　　　　　西区役所に隣接する温浴施設「西部交流センター」に温水・電力を供給し、地元住民を始め　　　
広く市民の健康保持と福祉の増進に資する。

発 電 設 備　　復水式蒸気タービンによる発電設備：　発電機定格出力５，９８０ｋｗ
（ハウス園芸施設への温水供給）

利　用　者　　西部環境工場温水利用温室組合
加 温 方 式　　温水フィンチューブ方式（６０℃）
栽 培 品 目　　トマト、花き類
温 室 内 容　　ガラス温室

（健康増進施設）
名　　　称　　西部交流センター
所　在　地　　西区小島２丁目７番５０号
開設年月日　　平成３０年（２０１８年）４月１日
定　　　員　　浴室　男子・女子用各５０人、研修室４０人、大広間５０人
　　　　　　　多目的室　バドミントン、ミニバレーに使用可能なコート１面：３３０㎡、卓球台：２面
使　用　料　　浴室　高校生以上４００円、小中学生１５０円、小学生未満から満３歳以上８０円
　　　　　　　満３歳未満と地元自治会に所属している者は無料
　　　　　　　多目的室（全面使用）　　：午前３，０００円　　午後・夜間各４，０００円
　　　　　　　多目的室（バドミントン）：一般４６０円／面・時間　　高校生以下２３０円／面・時間
　　　　　　　多目的室（卓球）　　　　：一般２２０円／面・時間　　高校生以下１１０円／面・時間
　　　　　　　研修室（全面使用）　　　：午前１，３００円　　午後・夜間各１，５００円
　　　　　　　研修室（半面使用）　　　：午前６５０円　　　午後・夜間各７５０円
　　　　　　　ただし、地元団体の公的行事については無料
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（８）最終処分場
名　　　称　　扇田環境センター（所在地：北区貢町１５６７番地）

扇田環境センターは、昭和５９年（１９８４年）に供用を開始した最終処分場の埋立残余量が少なく
なったことから、平成１１年（１９９９年）から隣接地に新しい最終処分場の建設に着手し、一期工事
分として埋立容量６０５, ０００㎥分を平成１５年（２００３年）３月に完成させ、同年６月から使用
を開始した。

新処分場は、十分な埋立容量を確保するためのコンクリート重力式貯留堰堤、汚水を地下に浸透させ
ない２重の遮水設備、浸出水の高度処理を行う排水処理施設、十分な貯留量をもつ防災調整池等を備え
ている。埋立方法は、即日覆土によるサンドイッチ・セル方式による埋立工法とし、埋立地の安定化、
周辺環境に配慮している。浸出水は排水処理施設で高度処理を行った後、市下水道に放流する。

平成２１年（２００９年）１０月から第二期工事に着手し、埋立容量８９５，０００㎥を新たに造成
した。新処分場として予定していた総埋立容量１，５００，０００㎥分を確保し、平成２５年（２０１３年）
３月に完成した。

（ふれあい広場）
名　　　称　　戸島ふれあい広場

戸島塵芥埋立処分場跡地と扇田環境センター（旧埋立地）は埋め立てが終了し、平成２５年
（２０１３年）４月に市民の健康増進と周辺地域の生活環境の向上に資するため、その跡地に、ふ
れあい広場を設置し、同年９月より指定管理により管理運営開始。

所　在　地　　東区戸島町１４８９番地
開設年月日　　平成２５年（２０１３年）４月１日
　　　　　　　（パークゴルフ場の使用許可の開始は、平成２５年（２０１３年）９月１日）
共 用 時 間 　　午前９時～午後５時
　　　　　　　（※５月１日から８月３１日までの期間は、午前９時～午後７時まで）
使　用　料　　パークゴルフ場　：１人１日につき　　５００円（大人）、２００円（高校生以下）
　　　　　　　自由広場　　　　：１時間につき　　　５００円
施 設 概 要 　　パークゴルフ場、自由広場、こもれびの森、芝生広場、いこいの広場、管理事務所等
　　　　　　　駐車場　収容可能台数１６８台（無料）

名　　　称　　扇田ふれあい広場
所　在　地　　北区釜尾町８１１番地
開設年月日　　平成２５年（２０１３年）９月１日
共 用 時 間 　　午前９時～午後５時
　　　　　　　（※５月１日から８月３１日までの期間は、午前９時～午後７時まで）
使　用　料　　パークゴルフ場　：１人１日につき　　５００円（大人）、２００円（高校生以下）
施 設 概 要 　　パークゴルフ場、管理事務所等、駐車場　収容可能台数１２３台（無料）

（９）ごみのないまちづくりの推進（ごみ減量推進課）
観光都市にふさわしい安全で快適な都市環境の形成を図ることを目的として、平成１９年（２００７年）７月１日に

「熊本市路上喫煙及びポイ捨ての禁止等に関する条例」を施行した。
特に路上禁煙区域及び美化重点推進区域に「上通、下通、新市街のアーケード内」を指定し、熊本市繁華街等安全安

心パトロール指導員による巡回を行うことで、路上喫煙及びポイ捨ての防止に努めている。
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５　災害廃棄物関係震災記録誌（廃棄物計画課）

（１）災害廃棄物処理事業の概要について
平成２８年（２０１６年）熊本地震においては、二度にわたり発生した最大震度７を超える前震、本震に加え、その

後の度重なる余震により、本市においても膨大な量の片付けごみ及び被災家屋等の解体廃棄物が発生したが、平成３０
年（２０１８年）１１月下旬にその処理を完了した。

被災家屋等の解体・撤去については、１３，２４１件の申請を受け付け、一般住家や事業所等については、当初の計
画通り平成３０年（２０１８年）３月末をもって解体・撤去を完了した。一部の被災マンションやアスベスト含有建物
などの物件においては、解体工法や工事許可の制限を受けたため、工期を延長し、平成３０年度（２０１８年度）に繰
越して解体・撤去していたが、それらの物件についても、平成３０年（２０１８年）１０月下旬に全て完了した。

種類別災害廃棄物の処理実績

種 類 処理量（実績） 備 考

コンクリート類 681,528 トン セメント瓦含む

木くず 174,517 トン 家具類含む

焼き瓦、ガラス、陶磁器等 　204,740 トン

金属くず 　12,468 トン 鉄骨、アルミサッシ等

混合ガレキ 　431,384 トン 土砂混じりの解体残さ、不燃物、可燃物、石膏ボード、畳等

その他 3,499 トン 家電４品目、処理困難物等

合 計 1,508,135 トン 四捨五入の関係で合計が合わない

（２）災害廃棄物関係震災記録誌について
平成２８年（２０１６年）熊本地震に伴う災害廃棄物処理の経験等を、本市において永く引き継ぎ、今後起こり得る

災害への備えとするため、令和元年度（２０１９年度）に災害廃棄物関係震災記録誌を作成した。
また、今後全国各地で起こり得る自然災害の際には、当該記録誌を被災自治体への提供資料としても活用するなど、

未曾有の災害を経験した本市として、全国の災害廃棄物処理事業に広く貢献することを目的として作成したものである。
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６　し尿処理及び浄化槽の普及促進（浄化対策課）

（１）概要
浄化槽汚泥を含むし尿については、し尿収集運搬業及び浄化槽清掃業の許可を受けたし尿処理業者９業者が地区ごとに

処理規定に基づき収集している。収集したし尿は、市が指定するし尿処理施設において適正に処理している。
また、下水道の普及により影響を受けるし尿処理業者の適正な収集体制の整備に資するために、旧市域においては平成

１０年度（１９９８年度）からし尿処理業者合理化事業に着手し、計画に基づいた事業の転換を行っている。
その他、公共用水域の水質保全を目的として、小型合併処理浄化槽の普及を図るため、公共下水道事業計画区域外にお

いて浄化槽設置者に対して補助金を交付している。また、熊本地震の影響により、小型合併処理浄化槽の新設・取替えを
余儀なくされた公共下水道事業計画区域内の被災者に対する補助金交付を平成２９年度（２０１７年度）より開始した。

（２）処理対象人口と収集量
※処理対象人口については 3 月 31 日現在での推計（外国人を含む）

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

処 理 対 象 人 口 733,638 731,754 732,217 731,933 731,572

内

訳

水洗化
公 共 下 水 道（ 人 ） 631,272 633,235 637,190 638,902 640,319

浄　 化　 槽（ 人 ） 83,417 80,606 77,801 76,189 74,983

く　　 み　　 取　　 り（ 人 ） 18,889 17,853 17,166 16,782 16,210

自　　 家　　 処　　 理（ 人 ） 60 60 60 60 60

収
集
量

く み 取 り し 尿 収 集 量（kl） 14,469.4 13,872.8 13,200.3 12,687.1 11,786.8

浄 化 槽 汚 泥 収 集 量（kl） 56,693.1 56,831.5 54,175.2 49,992.3 48,709.0

収　 集　 量　 合　 計（kl） 71,162.5 70,704.3 67,375.5 62,679.4 60,495.8

（３）処理量（処理施設別）
（単位：kl）

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

東 部 浄 化 セ ン タ ー 18,301.9 18,832.3 18,740.1 16,997.3 15,706.9

中 部 浄 化 セ ン タ ー 33,951.7 33,453.1 30,440.2 28,512.1 28,145.6

山 鹿 衛 生 処 理 セ ン タ ー 18,908.9 18,418.9 18,195.2 17,170.0 16,643.3

計 71,162.5 70,704.3 67,375.5 62,679.4 60,495.8

※　東部浄化センターについて、平成 27 年度は秋津浄化センターの処理量

（４）許可業者（し尿収集運搬業及び浄化槽清掃業）
・旧市域　　　６業者　　・富合地区　２業者（うち１業者は城南地区業者）
・城南地区　　１業者　　 ・植木地区　１業者
※旧市域⇒富合・城南・植木地区を除く旧熊本市域

（５）処理施設

　　　　　適　用
区　分 処 理 区 域 処 理 能 力 処 理 内 容

東 部 浄 化 セ ン タ ー ※ 旧市域
富合地区
城南地区

 90 kl ／日  暫定施設を設け、東部浄化センターで受入中

中 部 浄 化 セ ン タ ー 210kl ／日  前処理後に下水処理

山 鹿 衛 生 処 理 セ ン タ ー 植木地区 92 kl ／日  脱窒素活性汚泥法

※熊本地震により秋津浄化センターが損壊したため、東部浄化センターに簡易の投入口施設を建設し、し尿等を投入している。
　なお、恒久施設を建設する予定である。
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（６）浄化槽の設置状況（令和元年度（2019 年度））
（単位：基）

　　　　　人　槽
型　式 5 ～ 10 11 ～ 20 21 ～ 50 51 ～ 100 101 ～ 200 201 以上 計

単

独

処

理

槽

腐 敗 型 2,278 150 129 13 3 0 2,573

全 ば っ 気 型 909 58 95 33 3 0 1,098

分 離 ば っ 気 型 1,583 35 155 12 0 3 1,788

接 触 ば っ 気 型 3,953 384 426 20 6 2 4,791

計 8,723 627 805 78 12 5 10,250

合 併 処 理 槽 12,233 246 397 146 119 84 13,225

合 計 20,956 873 1,202 224 131 89 23,475

（７）小型合併処理浄化槽設置事業補助金

　　　　　年　度
区　分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

補 助 対 象 基 数（ 基 ） 227 201 305 296 299

補 助 対 象 人 槽（ 人 槽 ） 1,284 1,120 1,676 1,615 1,622

補 助 金 の 額（ 千 円 ） 100,930 74,293 105,191 100,793 92,672

（８）被災合併処理浄化槽設置支援事業補助金

　　　　　年　度
区　分 平 29 平 30 令元

補 助 対 象 基 数（ 基 ） 106 122 39

補 助 対 象 人 槽（ 人 槽 ） 611 687 220

補 助 金 の 額（ 千 円 ） 32,428 37,316 11,948
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７　環境総合センター

（１）概要
昭和４７年（１９７２年）　 ２月　　公害その他衛生上の試験検査を行う目的で、熊本保健所内に衛生試験所を設置

する。衛生局衛生部に所属する。
昭和５５年（１９８０年）１０月　　田迎町大字田井島２６９番地に新築移転する。
昭和５６年（１９８１年）　 １月　　熊本市保健衛生研究所と改称する。
平成　４年（１９９２年）　 ４月　　機構改編により環境保全局に所属替えとなる。
平成　７年（１９９５年）　 ４月　　熊本市環境総合研究所と改称する。機構改編により２課５係となる。
平成　７年（１９９５年）　 ６月　　画図町大字所島４０４番地１に新築移転する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（建物名　熊本市環境総合センター）
平成１１年（１９９９年）　 ４月　　機構改編により次長、主査制となる。（部相当）
平成１９年（２００７年）　 ４月　　機構改編により部相当から課相当となる。 
平成２４年（２０１２年）　 ４月  　 所属局名が環境局となる。熊本市環境総合センターと改称、４班となる。
所 在 地　　東区画図町大字所島４０４番地１
業務内容　　環境基本法、食品衛生法、環境衛生関係法等に基づく理化学試験、細菌ウイルス等微生物学的検査及び

調査研究並びに環境総合センターの管理

（２）業務実績
令和元年度（２０１９年度）　 検査実績　　　　検体数　　３，７８３検体　　  検査項目数　４０，９０８項目
　　　　　　　　　　　　　　環境学習実績　　開催回数　　　１０３回　　　参加人数　　　３，４８５人

ア　環境関係業務� 左：検体数　右：項目数
年　度

調査区分
平 27 平 28 平 29 平 30 令元

大
気
汚
染

有 害 大 気 汚 染 物 質 24 24 20 20 12 12 12 12 12 12

微 小 粒 子 状 物 質（PM2.5） 218 8,404 102 4,225 70 2,752 74 2,822 128 3,928

そ の 他（ 酸 性 雨 等 ） 109 629 88 608 90 636 93 678 92 664

小 　 　 　 計 351 9,057 210 4,853 172 3,400 179 3,512 232 4,604

水

質

汚

濁

河川・
　海域

生 活 環 境 項 目 等 299 1,875 304 1,939 304 1,944 305 1,959 304 1,952

健 康 項 目・ 要 監 視 項 目 21 698 23 677 21 748 21 735 23 740

地下水

概 況 調 査 218 6,852 214 6,694 139 5,492 141 5,526 139 5,471

定 期 モ ニ タ リ ン グ 調 査 281 3,091 268 2,894 266 2,853 257 2,748 255 2,756

科 学 的 自 然 減 衰 監 視 18 378 18 378 19 399 16 336 16 336

そ の 他（ 湧 水 調 査 等 ） 258 3,329 220 2,713 209 2,620 208 2,554 172 2,138

工 場 ・ 事 業 所 排 水 75 573 73 568 83 640 72 558 65 507

そ の 他
（ 排 水 自 主 測 定 等 ）

103 3,620 34 2,933 72 2,698 23 2,676 18 2,563

小 計 1,273 20,416 1,154 18,796 1,113 17,394 1,043 17,092 992 16,463

廃 棄 物 処 分 場 関 係 89 2,625 77 2,546 81 2,478 166 2,357 77 2,183

外 部 精 度 管 理 3 68 3 66 4 74 3 66 3 65

そ の 他
（ 空 間 放 射 線 量 率 等 ）

73 373 44 48 7 7 4 4 9 9

合 計 1,789 32,539 1,488 26,309 1,377 23,353 1,395 23,031 1,313 23,324
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イ　衛生科学関係業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  左：検体数　右：項目数

年　度
調査区分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

食 品 理 化 学 検 査 328 12,265 185 9,565 155 5,635 172 8,921 188 9,633

浴 場 ・ プ ー ル
等 の 水 質 検 査

291 1,451 1,369 10,755 131 457 119 389 113 385

洗 剤 等 家 庭 用 品 試 験 45 45 20 20 20 20 20 20 24 26

器具・容器包装等の試験 3 6 3 6 3 6 3 6 0 0

そ の 他 4 10 4 8 3 8 3 7 5 11

合 計 671 13,777 1,581 20,354 312 6,126 317 9,343 330 10,055

ウ　微生物関係業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  左：検体数　右：項目数

年　度
調査区分 平 27 平 28 平 29 平 30 令元

食 品 259 755 182 507 223 676 227 671 241 744

環境（浴場・プール水等） 300 408 1,552 2,926 212 272 214 264 177 221

食 中 毒（ 便・ 吐 物 等 ） 302 5,000 357 5,210 282 4,178 256 2,540 365 4,017

感 染 症 （ О 1 5 7
等、 発 生 動 向 調 査 ）

277 1,211 282 1,180 317 1,251 449 1,790 1,357 2,547

合 計 1,138 7,374 2,373 9,823 1,034 6,377 1,146 5,265 2,140 7,529

　※令和元年度は、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、感染症の検体数及び項目数が急増

エ　環境学習業務� （令和元年度）

事 　 　 業 　 　 名 内　　　　　　　　　　容 回数 参加人数

環
境
総
合
セ
ン
タ
ー
主
催
事
業

夏 休 み 子 ど も 環 境 教 室 小学 4 年生～ 6 年生を対象に夏休み期間中に開催
月曜日から金曜日までそれぞれのテーマで実施 18 207

ミ ニ 科 学 体 感 フ ェ ア 県市科学展の展示期間にあわせて、リサイクル工作・科学おもちゃ作り
等の体験コーナーを開催 6 1,121

市 民 環 境 科 学 セ ミ ナ ー
ダンボールコンポスト作成、新聞エコバック作成などを利用した、リサ
イクル、ごみ問題、地球温暖化などの環境学習、支援事業来所相談時の
体験

31 190

水 生 生 物 ウ ォ ッ チ ン グ 動植物園（江津湖水系）で開催 2 54

種の保存と生物多様性講座 外来生物について危険性を注意喚起し、生態系保全について正しい知識
を普及啓発 6 363

親 子 環 境 探 検 隊
第１回：水生生物ウォッチング（上江津湖）
第２回：野鳥観察（立田山）
第３回：里山の自然観察（金峰山）
第４回：水鳥探検隊（上江津湖）

4 152

環境学習会等の支援事業 学校や諸団体等の依頼による、学習会実施の支援 36 1,398

合　　　計 103 3,485
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